
平成２４年５月２５日

消費生活用製品の重大製品事故に係る公表について

消費生活用製品安全法第３５条第１項の規定に基づき報告のあった重大製品事

故について、以下のとおり公表します。

１．ガス機器・石油機器に関する事故 ２件

（うち屋外式（ＲＦ式）ガス瞬間湯沸器（ＬＰガス用）１件、

ガス栓（都市ガス用）１件）

２．ガス機器・石油機器以外の製品に関する事故であって、

製品起因が疑われる事故 ２件

（うち電子レンジ１件、ウォーターサーバー１件）

３．ガス機器・石油機器以外の製品に関する事故であって、

製品起因か否かが特定できていない事故 ３件

（うち換気扇１件、電気こんろ１件、コンセント１件）

４．製品起因による事故ではないと考えられ、今後、製品事故公表等調査会及び第三者

委員会合同会議（※）において、審議を予定している案件

該当案件無し

１．～４．の詳細は別紙のとおりです。

※正式名称は「消費者委員会消費者安全専門調査会製品事故情報の公表等に関する

調査会及び消費経済審議会製品安全部会製品事故判定第三者委員会合同会議」と

いう。

５．留意事項

これらは消費生活用製品安全法第３５条第１項の規定に基づく報告内容の概要で

あり、現時点において、調査等により事実関係が確認されたものではなく、事故原

因等に関し、消費者庁として評価を行ったものではありません（管理番号

A201200147を除く 。。）

本公表内容については、速報段階のものであり、今後の追加情報、事故調査の進

展等により、変更又は削除される可能性があります。



６．特記事項

(1)松下住設機器株式会社（現 パナソニック株式会社）が製造した電子レンジについ

て（管理番号A201200147）

①事故事象について

松下住設機器株式会社（現 パナソニック株式会社）が製造した電子レンジを使用

中、当該製品から出火する火災が発生し、当該製品及び周辺を焼損しました。

当該事故の原因は、当該製品の内部部品（ダイオードブリッジ）に製造上のばらつ

きがあり、部品内部のはんだ部の劣化が進み、はんだクラックが生じたため、スパー

クが発生し、出火に至ったものと考えられます。

②再発防止策について

同社は、当該製品を含む対象機種（下記③）について、平成１９年５月３１日に新

聞社告を掲載し、その後、平成２１年７月に量販店の顧客情報を活用したダイレクト

メールの送付と平成２４年５月までに合計８回の新聞折り込みチラシの配布等を通じ

て、注意喚起を行い、対象製品について無償改修を実施しています。

③対象製品等：機種・型式、製造期間、改修対象台数

機種・型式 製造期間 改修対象台数

ＮＥ－ＡＢ５０ 昭和６３年１２月～平成 ３年 ６月 ７３，９６０

ＮＥ－ＡＴ６６ 平成 元年 ４月～平成 ３年 ２月 ２１１，９９３

ＮＥ－Ａ５５５ 平成 元年 ４月～平成 ３年 ７月 ２９８，０９１

ＮＥ－ＡＴ７０ 平成 元年１２月～平成 ３年１２月 ３１２，０１１

ＮＥ－Ｐ３００ 平成 ２年 ２月～平成 ２年 ５月 １９，０４６

ＮＥ－Ｐ５００ 平成 ２年 １月～平成 ３年１０月 １３１，９４３

ＮＥ－Ａ５７５ 平成 ２年 ９月～平成 ３年 ７月 ９３，９７２

ＮＥ－ＯＴ１ 平成 ３年 １月～平成 ３年１２月 １３４，７７３

ＮＥ－ＡＣ５０ 平成 ３年 １月～平成 ４年 ９月 １１４，６０４

ＮＥ－ＡＣ６０ 平成 ３年 ７月～平成 ４年 ７月 １２８，２８６

ＮＥ－ＯＴ２ 平成 ３年１２月～平成 ４年１２月 １２６，５８２

ＮＥ－ＡＴ８０ 平成 ３年１２月～平成 ５年１２月 ２８６，４７９

合 計 １，９３１，７４０

改修率 ２２．１％（平成２４年５月２３日現在）

対象製品の確認方法：製品の正面右下に表示されている品番を御確認ください。



④消費者への注意喚起

対象製品をお持ちで、まだ製造事業者の行う無償改修を受けていない方は、速やか

に下記問合せ先まで御連絡ください。

（パナソニック株式会社の問合せ先）

電 話 番 号：０１２０－８７１－６８２

受 付 時 間：９時～１７時（土・日・祝日を除く ）。

ホームページ：http://panasonic.co.jp/ha/info/important/product/index.htm

⑤独立行政法人製品評価技術基盤機構（ＮＩＴＥ）の対応

松下住設機器株式会社（現 パナソニック株式会社）以外の事業者が製造・輸入・

販売した電子レンジのリコール未対策品についても火災事故が再発しているため、独

立行政法人製品評価技術基盤機構（ＮＩＴＥ）においては、平成２３年１月１１日よ

り「火災事故が発生した電子レンジの社告・リコール」として事故防止のための注意

喚起チラシをホームページに掲載し、未対策の該当機種をお持ちの消費者に対して、

速やかに事業者に連絡を頂くよう呼び掛けを行っています。

（独立行政法人製品評価技術基盤機構（ＮＩＴＥ）による注意喚起）

ホームページ：http://www.nite.go.jp/jiko/chirashi/chirashi.html

（本発表資料の問合せ先）

消費者庁消費者安全課

（製品事故情報担当） 担 当：中嶋、長井、川舩
かわふね

電 話：03-3507-9204（直通）

ＦＡＸ：03-3507-9290

（松下住設機器株式会社（現 パナソニック株式会社）が製造した電

子レンジについての発表資料に関する問合せ先）

経済産業省商務流通グループ製品安全課製品事故対策室

担当：宮下、古田、長沼 電 話：03-3501-1707（直通）

ＦＡＸ：03-3501-2805



■消費生活用製品の重大製品事故一覧 別　　　紙

１．ガス機器・石油機器に関する事故（製品起因か否かが特定できていない事故を含む）
管理番号 事故発生日 報告受理日 製品名 機種・型式 事業者名 被害状況 事故内容 事故発生都道府県 備考

A201200149 平成24年5月13日 平成24年5月21日
屋外式（RF式）ガス
瞬間湯沸器（LPガ
ス用）

TP-SQ206R-1
高木産業株式会社
（現　パーパス株式会
社）

火災
当該製品を使用中、排気口付近で異常燃焼
し、当該製品を汚損する火災が発生した。現
在、原因を調査中。

山形県

A201200151 平成24年5月12日 平成24年5月22日
ガス栓（都市ガス
用）

G925-21R 光陽産業株式会社 火災

当該製品に接続したガスこんろを点火したとこ
ろ、当該製品び周辺を焼損する火災が発生し
た。当該製品の不使用側（ガス機器に接続さ
れていない側）を誤開放したため、ガスこんろ
の火が漏洩したガスに引火した可能性を含
め、現在、原因を調査中。

福岡県

5月14日に経
済産業省原子
力安全・保安
院にて公表済
事故
5月24日に消
費者安全法の
重大事故等と
して公表済

２．ガス機器・石油機器以外の製品に関する事故であって、製品起因が疑われる事故
管理番号 事故発生日 報告受理日 製品名 機種・型式 事業者名 被害状況 事故内容 事故発生都道府県 備考

A201200147 平成24年5月10日 平成24年5月21日 電子レンジ NE-P500
松下住設機器株式会
社（現　パナソニック
株式会社）

火災

当該製品を使用中、当該製品から出火する火
災が発生し、当該製品及び周辺を焼損した。
事故原因は、当該製品の内部部品（ダイオー
ドブリッジ）に製造上のばらつきがあり、部品
内部のはんだ部の劣化が進み、はんだクラッ
クが生じたため、スパークが発生し、出火に
至ったものと考えられる。

神奈川県

平成19年5月
31日からリコー
ルを実施（特記
事項を参照）
改修率　22.1％
5月17日に消
費者安全法の
重大事故等と
して公表済

A201200150 平成24年4月22日 平成24年5月21日
ウォーターサー
バー

YO-01L
株式会社ナック
（輸入事業者）

火災

当該製品を使用中、当該製品から発煙し、当
該製品を焼損する火災が発生した。当該製品
の内部部品(バイメタルサーモ：温水に関わる
温度調節部品)が過熱し、発煙した可能性を
含め、現在、原因を調査中。

東京都

事業者が事故
を認識したの
は、5月18日
事業者は、平
成22年10月か
ら当該製品の
販売先に連絡
し、部品交換を
実施している



３．ガス機器・石油機器以外の製品に関する事故であって、製品起因か否かが特定できていない事故
管理番号 事故発生日 報告受理日 製品名 被害状況 事故内容 事故発生都道府県 備考

A201200145 平成24年5月4日 平成24年5月21日 換気扇 火災
当該製品及び周辺を焼損する火災が発生した。当該製品から出
火したのか、他の要因かも含め、現在、原因を調査中。

秋田県

A201200146 平成24年5月10日 平成24年5月21日 電気こんろ 火災
起床時に台所に行ったところ、当該製品の周辺を汚損する火災
が発生していた。現在、原因を調査中。

埼玉県
5月24日に消費者安
全法の重大事故等と
して公表済

A201200148 平成23年3月5日 平成24年5月21日 コンセント
火災

軽傷1名

当該製品にエアコンを接続して使用中、当該製品及び周辺を焼
損する火災が発生し、1名が負傷した。当該製品の設置の施工状
況を含め、現在、原因を調査中。

茨城県
事業者が事故を認
識したのは、5月11
日

４．製品起因による事故ではないと考えられ、今後、製品事故公表等調査会及び第三者委員会合同会議において審議を予定している案件

該当案件無し



電子レンジ（管理番号 A201200147） 
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